
第５号様式（第７条関係） 

会議録 

会議の名称 清須市地域包括支援センター運営協議会 

開催日時 平成２３年６月９日（木） 

午後１時３０分～午後２時４０分 

開催場所 清須市清洲庁舎２階２０２会議室 

議題 １ あいさつ（高齢福祉課長・社会福祉協議会長・丹羽

委員長） 

２ 議事 

 ①清須市地域包括支援センターについて 

  ②平成２２年度事業報告 

  ③平成２３年度事業計画 

  ④介護予防プラン委託先について 

３ その他 

会議資料 委員名簿 

清須市包括支援センターについて 

要綱 

 平成２２年度事業報告書と収支決算書 

 平成２３年度事業計画書と予算書 

委託する指定居宅介護支援事業所一覧 

公開・非公開の別 

（非公開の場合はその理由） 

公開 

傍聴人の数（公開した場合） なし 

出席委員 丹羽委員、小川委員、恒川委員、普山田委員、山口委員、

渡邊委員、太田委員、村瀬委員、森委員、山田委員、筒

井委員、山本委員 

欠席委員 ０人 

出席者（市）  

事務局 福田高齢福祉課長、寺社下、平野、佐古 

浅野事務局長、栗本、安島 

会議の経過 

１ 高齢福祉課長あいさつ 

  社会福祉協議会事務局長あいさつ 

  丹羽委員長あいさつ 

２ 署名委員選任  （恒川委員・普山田委員） 

 



３ 議題 

（１） 清須市地域包括支援センターについて（13:35～14:10） 

寺社下介護予防係長より、地域包括支援センターの栗本管理者の紹介および

業務説明 

（２） 平成２２年度事業報告と収支決算について（任意事業含む） 

地域包括支援センター安島社会福祉士より説明 

  質疑 

○委員長 相談業務で⑭困難事例への対応は⑬のその他に入れな      いのか。 

○事務局  ⑬のその他は電話対応で済むような相談で、⑭はケアマネジャーがかなりか

かわっても解決しないような時間や労力の要る相談のため分けた。 

○委員長  高齢化率につて今後の動向は？ 

○事務局  高齢者の増加が来年度は緩やかだが、再来年からは団塊世代が 65 歳になる

ため毎年 1000 人ずつ増加する予定。 

○委員   地域包括支援センターの職員体制について、正職 7 人とあるが実際には休職

者 2 名であり、正職 5 人とパートで業務をやりくりしている。 

 清須市の高齢化率は今年になってから２０％を越えたが、これからこのまま

の体制でいいのか。地域包括支援センターが 1 ヶ所だけでやっていけるのか。

  清須市としてどう考えているのか。国は人口２～3 万人に 1 ヶ所 の設置

という指針を出している。本来なら人口６万６千の当市なら２～３ヶ所いる

のではないか。 

   また、清須市の地域福祉総合計画がないことが県社協からは指摘されてい

る。２０２５年の高齢化のピークに向けて地域福祉総合計画は必要になるが

どのように考えているか。 

○事務局  ご指摘のとおり地域福祉総合計画はなく、現段階では各部門の計画で対応し

ている。今年は高齢者に関する計画づくりの年なので、高齢者福祉計画・介護

保険事業計画を策定していく中で包括支援センターの役割についても検討し

ていきたいと考えている。 

      地域包括支援センターは市内に複数あるのが理想です。ブランチ方式で出来

ないか、ということも含めて検討していきたいと考えている。 

      人員不足については、地域包括支援センターから市への返還金が６００万円

ほどあるので、本来ならパート２人は雇えると考えるが、本市の臨時職員もそ

うであるが、単価が低いため定着して働いていただけないためと理解してい

る。 

○委員長  先々財源確保が大変と思うが、包括支援センター業務について、きめ細やか

な対応が必要になると思う。今後の清須市の高齢者福祉のために提案しておき

たい。 



（３） 平成２３年度事業計画、予算について（14:10～14:35） 

地域包括支援センター安島社会福祉士より説明 

・ プラン委託数が２１％と近隣市町村より少ない（94 件委託・包括 337

件）。一部教務委託を積極にすすめる。 

・ 包括職員のグループ分けを実施し包括的事業が更に出来るように工夫

した。 

・ 認定調査の事務受託法人になった。 

質疑 

○委員長  一人暮らし高齢者は何世帯あるのか。また、どんな事業をしているのか 

○事務局  住民基本台帳上では２４４４人（登録数） 

○事務局  民生委員の集まりに包括支援センターとして参加している。 

○委員   横町などのモデル事業について、今後の展開としてはどのように考えている

のか。 

ブロック社協のモデル事業ではブロックの事業として一人暮らし高齢者に

関する事業はないため、ラジオ体操や防災に関してなどの事業が提案されて

いるようなので、高齢者に対する見守り事業について何か考えているか。  

○事務局  見守り事業として、高齢福祉課では一人暮らし高齢者宅に民生委員を通し

て、命のバトンの配布をしている。 

     また、ブロック社協のモデル事業の中で、ラジオ体操なども含めて、高齢

者への声かけをしていただけるよう啓発を行っている。 

（４） 介護予防プラン委託先について(14:35～14:40) 

    地域包括支援センター安島社会福祉士から説明 

質疑 

○委員長  平成２２年度の委託件数も資料に記載のこと。 

○事務局  次回より、資料の標記を工夫いていく。 

 

              署名委員 

                 署名 恒川 武久 

 

署名 普山田 寛 

 

会議の結果 会議の経過に示したとおり 

問い合わせ先 健康福祉部 高齢福祉課 

０５２－４００－２９１１ 内線４３３１ 

 


